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第一部　企 業 情 報       
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第１　会 社 の 概 況         

１．資 本 金 の 増 減         

前事業年度末現在の資本金 当 半 期 中 の 増 減 当 半 期 末 現 在 の 資 本 金

4,917,652千円 －千円 4,917,652千円

２．株 式 の 総 数         

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 78,629,000株 （注）１．２．

計 78,629,000株

　（注）１．平成11年２月25日の定時株主総会において、次のとおり定款の変更が行われております。

当社の発行する株式の総数は、78,629,000株とする。

ただし、株式の消却が行われた場合、これに相当する株式数を減ずる。

２．「会社が発行する株式の総数」には当中間会計期間末現在の定款に定められた会社が発行する株式の総

数を記載しております。平成11年３月１日開催の取締役会決議以降当中間会計期間末までの間に実施し

た利益による自己株式（317,000株）の消却により、当中間会計期間末現在の登記上の「会社が発行す

る株式の総数」は、78,312,000株となっております。

また、平成11年６月１日以降提出日までの間において、平成11年７月８日および平成11年７月27日開催

の取締役会決議に基づき実施した利益による自己株式の消却により、登記上の「会社が発行する株式の

総数」は、78,095,000株となっております。

発 行 数
記名・無記名
の別及び額面
・無額面の別

種類 当 該 半 期 末 現 在
(平成11年５月31日現在)

提 出 日 現 在
(平成11年８月30日現在)

上場証券取引所
名又は登録証券
業 協 会 名

摘 要

記名式額面株式
（券面額　50円）

普通
株式 28,837,489株 28,620,489株 大阪証券取引所

市場第一部
（注）１.２.

発

行

済

株

式
計 28,837,489 28,620,489

　（注）１．発行済株式は、すべて議決権を有しております。

２．平成11年６月１日以降提出日までの間に減少した株式発行数は、利益による自己株式（217,000株）の

消却によるものであります。
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３．株 式 の 状 況         

(1）大 株 主 の 状 況         平成11年５月31日現在

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数
発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

千株 ％

セ ネ シ オ 有 限 会 社 1,738 6.02

株 式 会 社 三 和 銀 行 1,204 4.17

株 式 会 社 富 士 銀 行 1,105 3.83

盤 若 冨 美 子 995 3.45

安 田 信 託 銀 行 株 式 会 社 905 3.13

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 717 2.48

敷 島 紡 績 株 式 会 社 689 2.39

株 式 会 社 大 和 銀 行 616 2.13

三 井 物 産 株 式 会 社 494 1.71

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 420 1.45

計 8,886 30.81

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

安田信託銀行株式会社　　　　　　52千株

２．上記の所有株式数のうち、証券取引法第156条の３第１項に規定する業務に係る株式数は次のとおりで

あります。

大阪証券金融株式会社　　　　　 420千株

(2）議 決 権 の 状 況         平成11年５月31日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数
議決権のない株式数

自 己 株 式 等 そ の 他
単 位 未 満 株 式 数 摘 要発

行
済
株
式 － 1,000 28,396,000 440,489

単位未満株式数には
当社所有の自己株式
312株が含まれてお
ります。

　（注）　上記「議決権のある株式数」の「その他」の中には、財団法人証券保管振替機構名義の株式が61,000株含

まれております。

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

摘 要

ヤ マ ト イ ン タ ー
ナ シ ョ ナ ル ㈱

大阪市中央区博労町
二丁目３番９号 1,000 0 1,000 0.00 （注）

自

己

株

式

等
計 1,000 0 1,000 0.00

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「議決権のある株式数」の「その他」に含まれております。

株 株 株 株

株 株 株 ％



－　　－4

４．株価及び株式売買高の推移

月 別 平成10年12月 平成11年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最 高 138 129 128 140 193 240

最 低 111 110 108 115 135 179

当該半期中における

月別最高・最低株価

及 び 株 式 売 買 高

売 買 高 341 500 306 1,507 683 757

　（注）　株価及び株式売買高は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

５．役 員 の 異 動         

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

６．従 業 員 の 状 況         

従 業 員 数 平 均 給 与 月 額

481名 284,833円

　（注）１．従業員数には子会社への出向者53名が含まれており、上記のほか、臨時雇用者182名がおります。

２．平均給与月額は、平成11年５月における上記臨時雇用者を除く従業員の支給実績（税込）で基準外賃金

を含み、賞与その他臨時給与は含んでおりません。

円

円

千株
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第２　事業及び営業の状況

１．事 業 の 状 況         

　特に記載すべき事項はありません。

２．営 業 の 状 況         

(1）概 況         

　当中間期におけるわが国経済は、金融システム安定化対策、昨年に引き続き行われた所得税減税や地域振興券

の交付などの景気対策にもかかわらず、金融機関の経営破綻や完全失業率が増加を続けるなど、依然として厳し

い状況にありました。

　当業界におきましては、多くの企業が、商品企画の充実や新ブランド開発、リストラの実施などで収益改善を

図ってまいりましたが、予想以上に長引く消費の冷え込みによって、業績低迷が続きました。

　このような状況のもと、当社では、前期末に実施しました早期退職優遇制度の特別措置による固定費の削減と

若手管理職の登用により、競争力のある経営組織の構築と収益面の改善を目指してまいりました。

　販売面では、ここ数年来の課題でもありました自主管理型売場の拡大を引き続き進めてまいりました。アウト

ドアブランド「エーグル」の直営店を大阪南港ＡＴＣと千葉の船橋ららぽーとに出店したのをはじめ、ヤングカ

ジュアルブランド「ヒロミチ　バイ　ヒロミチ・ナカノ」など、新たに６店舗の直営店を出店いたしました。

　品目別では、売上高の減少により全般的に減少傾向にありますが、ブランド別では、売場管理型ブランドの

「エーグル」「ヒロミチ」などが、直営店での販売データをきめ細かく分析し、販売機会のロスを最小限に抑え

る努力を続けた結果、大幅な伸びとなりました。一方、従来の卸型ブランドも販売面で強化を図ってまいりまし

たが、苦戦が続き、全体としては減少いたしました。

　この結果、当中間期の売上高87億６千９百万円（前年同期比16.5％減）、利益面では、売上総利益率が2.7ポ

イント改善し、販売費及び一般管理費につきましても固定費を圧縮することができましたが、売上高の減少が影

響し、経常損失３億６千７百万円、中間純損失につきましては、固定資産売却益を特別利益に計上いたしました

ので３千６百万円となりました。

　コンピューター西暦2000年問題につきましては、経営上の重要課題と認識し、計画的に対応を進めており、

1996年12月よりプログラム変更に着手しております。

　1999年12月までには、当社における全てのプログラム変更の完了を予定しております。

　また、多方面にわたる問題が発生することを想定し、危機管理計画を作成しております。

　誤作動が生じた場合の対応策につきましては、関係部署より諸事情の聴き取りを行い内容を検討し、取引先と

の連携を図るなど、あらゆる対策を策定し万全を期しております。

　なお、以下の諸表等における記載金額は、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）を含んでお

りません。
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(2）生 産 実 績         （単位：千円）

第 52 期 上 半 期
（平成９年12月～平成10年５月）

第 53 期 上 半 期
（平成10年12月～平成11年５月）

期　　別

品　　目 生 産 高 生 産 高

布 帛 シ ャ ツ 415,990 261,469

合 計 415,990 261,469

　（注）　金額は製造原価によっております。

(3）仕 入 実 績         （単位：千円）

第 52 期 上 半 期
（平成９年12月～平成10年５月）

第 53 期 上 半 期
（平成10年12月～平成11年５月）

期　　別

品　　目 金 額 金 額

カ ッ ト ソ ー ニ ッ ト 2,004,144 1,847,749

布 帛 シ ャ ツ 765,758 582,309

ア ウ タ ー 677,469 555,139

横 編 セ ー タ ー 514,685 389,393

ボ ト ム 571,902 354,054

レ デ ィ ス 789,068 748,001

小 物 ・ そ の 他 1,112,814 578,470

合 計 6,435,842 5,055,118

　（注）　金額は仕入価格によっております。

(4）販 売 実 績         （単位：千円）

第 52 期 上 半 期
（平成９年12月～平成10年５月）

第 53 期 上 半 期
（平成10年12月～平成11年５月）

期　　別

品　　目 金 額 金 額

カ ッ ト ソ ー ニ ッ ト 3,456,009 3,253,406

布 帛 シ ャ ツ 1,957,379 1,544,460

ア ウ タ ー 1,004,952 1,039,802

横 編 セ ー タ ー 584,486 425,760

ボ ト ム 850,002 599,913

レ デ ィ ス 1,148,942 973,991

小 物 ・ そ の 他 1,426,979 845,673

不 動 産 賃 貸 収 入 79,000 86,969

合 計 10,507,753 8,769,978

　（注）　販売数量は、品種が多岐にわたるため省略しております。
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第３　設 備 の 状 況         

１．設 備 の 異 動         

　当半期中の、主な設備の異動は下記のとおりであります。

　なお、生産能力に影響を及ぼす設備の異動はありません。

(1）倉庫として利用しておりました下記物件を、平成10年12月21日に譲渡いたしました。

種 類 所 在 地 等 面 積 帳 簿 価 額

土 地 東大阪市森河内西１丁目１番地４ 1,903㎡ 154,033千円

建 物 同上（森河内倉庫） 1,863㎡ 10,328千円

合 計 － 164,361千円

(2）社宅用地であった下記物件を平成11年３月19日に譲渡いたしました。

種 類 所 在 地 等 面 積 帳 簿 価 額

土 地 東大阪市西石切町７丁目530番１ 275㎡ 2,182千円

合 計 － 2,182千円

(3）社宅として下記物件を平成11年３月19日に取得いたしました。

種 類 所 在 地 等 面 積 帳 簿 価 額

土 地 東大阪市西石切町７丁目530番１ 94.85㎡ 44,506千円

建 物 同上（マンション５戸） 357.60㎡ 65,086千円

合 計 － 109,593千円

２．設 備 計 画         

　当該半期中に新たに確定した設備の新設、重要な拡充等の計画はありません。
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第４　経 理 の 状 況         

１．当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に準拠して作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成９年12月１日から平成10年５月31日まで）は改正前の中間財務諸表規則に基づき、

当中間会計期間（平成10年12月１日から平成11年５月31日まで）は改正後の中間財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　また、金額表示については、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。

２．前中間会計期間（平成９年12月１日から平成10年５月31日まで）および当中間会計期間（平成10年12月１日から

平成11年５月31日まで）に係る中間財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トー

マツの中間監査を受け、中間監査報告書を受領しております。

　その中間監査報告書は「経理の状況」の末尾に添付しております。
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１．中 間 財 務 諸 表         

(1）中 間 貸 借 対 照 表         （単位：千円）

前中間会計期間末

(平成10年５月31日)

当中間会計期間末

(平成11年５月31日)

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        

(平成10年11月30日)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 1,254,920 826,306 482,482
受 取 手 形 ※4.6 1,643,834 1,103,814 2,023,182
売 掛 金 4,442,401 4,259,455 4,004,766
有 価 証 券 ※７ 1,623,290 1,458,312 2,023,850
た な 卸 資 産 3,759,810 3,383,060 3,745,132
そ の 他 391,138 360,616 418,993
貸 倒 引 当 金 △　　68,978 △　　29,136 △　　64,613

流 動 資 産 合 計 13,046,418 43.6 11,362,429 41.1 12,633,794 43.5
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産 ※2.3
建 物 4,667,222 4,486,526 4,553,272
土 地 8,056,522 7,944,812 8,056,522
そ の 他 177,750 208,706 205,000

有 形 固 定 資 産 合 計 12,901,495 43.2 12,640,044 45.8 12,814,794 44.2
無 形 固 定 資 産 35,015 0.1 37,101 0.1 36,552 0.1
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券※1.3.7 1,382,085 1,003,989 959,973
差 入 保 証 金 1,629,129 1,754,527 1,733,225
そ の 他 ※１ 1,047,952 905,605 1,007,714
投 資 評 価 引 当 金 △　　44,592 △　　44,592 △　　44,592
貸 倒 引 当 金 △　 104,750 △　　31,370 △　 103,264

投資その他の資産合計 3,909,823 13.1 3,588,158 13.0 3,553,056 12.2
固 定 資 産 合 計 16,846,334 56.4 16,265,304 58.9 16,404,403 56.5
資 産 合 計 29,892,753 100.0 27,627,733 100.0 29,038,198 100.0
（負 債 の 部）
流 動 負 債
支 払 手 形 ※６ 4,912,817 3,980,578 4,715,125
買 掛 金 756,873 664,898 394,406
短 期 借 入 金 ※３ － 1,666,133 460,635
１年内返済予定長期借入金 ※３ － 120,000 2,460,000
未 払 法 人 税 等 16,732 18,514 29,884
未 払 事 業 税 等 14,340 － 28,810
未 払 消 費 税 等 19,261 37,599 2,550
返 品 調 整 引 当 金 403,000 298,000 384,000
そ の 他 915,309 756,625 1,864,033

流 動 負 債 合 計 7,038,334 23.6 7,542,349 27.3 10,339,446 35.6
固 定 負 債
長 期 借 入 金 ※３ 4,300,000 3,830,000 2,340,000
そ の 他 222,507 262,730 275,212

固 定 負 債 合 計 4,522,507 15.1 4,092,730 14.8 2,615,212 9.0
負 債 合 計 11,560,842 38.7 11,635,080 42.1 12,954,659 44.6
（資 本 の 部）
資 本 金 4,917,652 16.4 4,917,652 17.8 4,917,652 16.9
資 本 準 備 金 6,603,402 22.1 6,603,402 23.9 6,603,402 22.8
利 益 準 備 金 1,229,413 4.1 1,229,413 4.5 1,229,413 4.2
そ の 他 の 剰 余 金
任 意 積 立 金 5,734,196 3,213,197 5,734,196
中間(当期)未処分利益
（ △ 未 処 理 損 失 ） △　 152,754 28,988 △ 2,401,126

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 5,581,442 18.7 3,242,185 11.7 3,333,070 11.5
資 本 合 計 18,331,910 61.3 15,992,653 57.9 16,083,538 55.4
負 債 ・ 資 本 合 計 29,892,753 100.0 27,627,733 100.0 29,038,198 100.0
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(2）中 間 損 益 計 算 書         （単位：千円）

前中間会計期間        

自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        

自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

前 事 業 年 度 の        
要約損益計算書        

自　平成９年12月１日
至　平成10年11月30日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 10,507,753 100.0 8,769,978 100.0 19,058,990 100.0

売 上 原 価 7,066,742 67.3 5,711,910 65.1 12,765,294 67.0

売 上 総 利 益 3,441,010 32.7 3,058,068 34.9 6,293,695 33.0

返品調整引当金戻入額 452,000 4.3 384,000 4.4 452,000 2.4

返品調整引当金繰入額 403,000 3.8 298,000 3.4 384,000 2.0

差 引 売 上 総 利 益 3,490,010 33.2 3,144,068 35.9 6,361,695 33.4

販売費及び一般管理費 3,641,126 34.7 3,497,228 39.9 7,337,375 38.5

営 業 損 失 △　 151,116 △ 1.5 △　 353,160 △ 4.0 △　 975,679 △ 5.1

営 業 外 収 益 ※１ 44,585 0.4 70,227 0.8 92,739 0.5

営 業 外 費 用 ※２ 129,714 1.1 84,989 1.0 326,382 1.7

経 常 損 失 △　 236,244 △ 2.2 △　 367,922 △ 4.2 △ 1,209,323 △ 6.3

特 別 利 益 ※３ 4,916 0.0 361,020 4.1 11,571 0.0

特 別 損 失 ※４ 10,172 0.1 15,304 0.2 1,034,161 5.4

税引前中間(当期)純損失 △　 241,500 △ 2.3 △　　22,206 △ 0.3 △ 2,231,912 △11.7

法 人 税 及 び 住 民 税 12,041 0.1 － － 25,194 0.1

法人税､住民税及び事業税 － － 13,824 0.1 － －

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 △　 253,542 △ 2.4 △　　36,030 △ 0.4 △ 2,257,106 △11.8

前 期 繰 越 利 益 173,081 119,873 173,081

中 間 配 当 額 － － 90,728

自 己 株 式 消 却 額 ※６ 72,293 54,854 226,372

中間(当期)未処分利益
（ △ 未 処 理 損 失 ） △　 152,754 28,988 △ 2,401,126



－　　－11

中間財務諸表作成の基本となる事項

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

(1）正規の決算において採用

している会計処理の原則

及び手続と異なる事項

(ｲ）減 価 償却費      前期から有する資産については、年間償

却見積額の１／２、上半期中取得資産に

ついては年間償却見積額のうち月数按分

による上半期負担分を計上しておりま

す。

同　　　　左

(ﾛ）法人税及び住民税並び

に事業税の計上基準

中間損益計算書における税引前中間純利

益に所要の調整額を加減し、実効税率を

乗じて計上しております。

中間損益計算書における税引前中間純利

益に所要の調整額を加減し、実効税率を

乗じて計上しております。

なお、当事業年度は課税所得が発生しな

いと見込まれるため、住民税均等割年負

担額の１／２を計上しております。

なお、当事業年度は課税所得が発生しな

いと見込まれるため、住民税均等割年負

担額の１／２を計上しております。

(2）たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・商品　　　総平均法による低価法

原　材　料　　　　　　　　〃

仕　掛　品　　　　　　　　〃

同　　　　左

(3）有価証券の評価基準 取引所の相場のある有価証券

移動平均法による低価法

取引所の相場のある有価証券

移動平均法による低価法（洗替え方式）

　なお、低価法の適用に当たっては、従

来、切放し方式によっておりましたが、

平成10年度の法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間から洗替え方式に変更して

おります。

　この変更に伴う影響額はありません。

(4）有形固定資産の減価償却

の方法

法人税法に規定する方法と同一の基準を

採用しており、定率法によっておりま

す。

法人税法に規定する方法と同一の基準を

採用しており、定率法によっておりま

す。

　ただし、平成10年度の法人税法の改正

に伴い、平成10年12月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、法人税法に規定する定額法を採用し

ております。

　これに伴い、前中間期と同一の方法に

よった場合に比べ、減価償却費は、423

千円減少し、営業損失、経常損失および

税引前中間純損失は、423千円少なく計

上されております。

法人税率＋(住民税率×法人税率)
実効税率＝

１＋ 事業税率

法人税率×(１＋住民税率)＋事業税率
実効税率＝

１＋ 事業税率
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期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

（耐用年数の変更）

　建物（建物附属設備を除く）について

は、平成10年度の法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間から、耐用年数を短

縮しております。

　これに伴い、前中間期と同一の耐用年

数によった場合に比べ、減価償却費は、

16,715千円増加し、営業損失、経常損失

および税引前中間純損失は、16,715千円

多く計上されております。

（有形固定資産の取得価額基準）

　有形固定資産の取得価額基準は、従来

20万円でしたが、平成10年度の法人税法

の改正に伴い、当中間会計期間から10万

円に変更しております。

　なお、取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、３年間で均等償却

する方法を採用しております。

　これに伴い、前中間期と同一の基準に

よった場合に比べ、営業損失、経常損失

および税引前中間純損失は、16,740千円

少なく計上されております。

(5）リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同　　　　左

(6）消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。なお、仮払消費税等と仮受消

費税等とを相殺のうえ未払消費税等とし

て表示しております。

同　　　　左
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（追 加 情 報         ）

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

１．貸倒引当金の計上基準 貸倒引当金は、従来、法人税法の規定に

基づく限度相当額（法定繰入率および債

権償却特別勘定）を計上しておりました

が、平成10年度の法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間から法定繰入率にか

えて同法に規定する実績繰入率による繰

入限度額のほか、個別の債権について回

収可能性を検討し、回収不能見積額を計

上する方法に変更しております。

　これに伴い、前中間期と同一の基準に

よった場合に比べ、貸倒引当金繰入額

は、26,742千円減少し、営業損失、経常

損失および税引前中間純損失は、26,742

千円少なく計上されております。

２．事業税の表示区分 従来、事業税は「販売費及び一般管理

費」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間より「法人税、住民税及び

事業税」に含めて表示することにしまし

た。

　ただし、当事業年度は課税所得が発生

しないと見込まれるため、この変更によ

る影響はありません。

表 示 方 法 の 変 更         

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

　従来、未払事業税および未払事業所税は「未払事業税

等」として表示しておりましたが、当中間期より未払事

業税（－千円）については「未払法人税等」に含めるこ

とにし、未払事業所税（14,405千円）については流動負

債の「その他」に含めて表示することに変更しました。
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注 記 事 項         

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成10年５月31日）

当中間会計期間末
（平成11年５月31日）

前 事 業 年 度 末        
（平成10年11月30日）

※１．主な外貨建資産は次のとおり

であります。

※１．主な外貨建資産は次のとおり

であります。

※１．主な外貨建資産は次のとおり

であります。

※２．有形固定資産の減価償却累計

額

※２．有形固定資産の減価償却累計

額

※２．有形固定資産の減価償却累計

額

4,908,565千円 5,233,508千円 5,094,553千円

※３． ※３．担保に供している資産および

これらに対応する債務は、以

下のとおりであります。

（担保に供している資産）

投資有価証券 372,669千円

（上記に対応する債務）

長 期 借 入 金 440,000千円

１年内返済予定長期借入金 60,000千円

※３．   投資有価証券499,549千円を

短期借入金100,000千円およ

び長期借入金（１年内返済予

定長期借入金含む）500,000

千円の担保に供しておりま

す。また、建物1,453,523千

円および土地4,222,000千円

について短期および長期借入

金2,390,000千円の担保とし

て根抵当権(極度額2,390,000

千円)を設定しております。

※４．輸出受取手形割引高 ※４．輸出受取手形割引高 ※４．輸出受取手形割引高

679,094千円 50,156千円 289,799千円

　５．保証債務

下記の関係会社の銀行借入に

ついて債務保証を行っており

ます。

　５．保証債務

下記の関係会社の銀行借入に

ついて債務保証を行っており

ます。

　５．保証債務

下記の関係会社の銀行借入金

について債務保証を行ってお

ります。

上海雅瑪都時装有限公司 上海雅瑪都時装有限公司 上海雅瑪都時装有限公司

120,000千円 120,000千円 120,000千円

※６．当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でありましたが、

中間会計期間末日満期手形の

会計処理については満期日に

決済が行われたものとして処

理しております。当中間会計

期間末日満期手形は次のとお

りであります。

※６． ※６．

受 取 手 形 95,464千円

支 払 手 形 696,591千円

※７． ※７． ※７．従来、｢投資有価証券｣に計上

しておりました株式336,459

千円を所有目的の変更によ

り、「有価証券」に振替えて

おります。

科　　目 外 貨 額 円 貨 額

(固定資産)投資有価証券 550千Ushs 44,592千円

関係会社出資金 4,900千US$ 487,437千円

科　　目 外 貨 額 円 貨 額

(固定資産)投資有価証券 550千Ushs 44,592千円

関係会社出資金 4,900千US$ 487,437千円

科　　目 外 貨 額 円 貨 額

(固定資産)投資有価証券 550千Ushs 44,592千円

関係会社出資金 4,900千US$ 487,437千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

前 事 業 年 度        
自　平成９年12月１日
至　平成10年11月30日

※１．営業外収益の主な内容 ※１．営業外収益の主な内容 ※１．営業外収益の主な内容

受 取 利 息 3,102千円 受 取 利 息 402千円 受 取 利 息 4,407千円

有価証券利息 10,621千円 有価証券利息 5,968千円 有価証券利息 17,014千円

受 取 配 当 金 10,048千円 受 取 配 当 金 8,696千円 受 取 配 当 金 22,517千円

有価証券売却益 32,916千円

※２．営業外費用の主な内容 ※２．営業外費用の主な内容 ※２．営業外費用の主な内容

支 払 利 息 47,806千円 支 払 利 息 61,066千円 支 払 利 息 101,986千円

有価証券評価損 77,879千円 有価証券評価損 18,923千円 有価証券評価損 201,580千円

※３．特別利益の主な内容 ※３．特別利益の主な内容 ※３．特別利益の主な内容

投資有価証券売却益 1,503千円 固定資産売却益 投資有価証券売却益 4,626千円

貸倒引当金戻入額 3,412千円 土 地 361,020千円 貸倒引当金戻入額 6,944千円

※４．特別損失の主な内容 ※４．特別損失の主な内容 ※４．特別損失の主な内容

役員退職慰労金 5,939千円 役員退職慰労金 7,246千円 特 別 退 職 金

固定資産除却損 2,082千円 固定資産除却損 1,791千円 1,003,301千円

賃借物件解約違約金 6,267千円 役員退職慰労金 5,939千円

固定資産除却損 21,781千円

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 186,328千円 有形固定資産 202,125千円 有形固定資産 384,024千円

無形固定資産 1,071千円 無形固定資産 795千円 無形固定資産 2,059千円

※６．自己株式消却額は、利益によ

る消却のための取得自己株式

の消却によるものでありま

す。

※６．自己株式消却額は、利益によ

る消却のための取得自己株式

の消却によるものでありま

す。

※６．自己株式消却額は、利益によ

る消却のための取得自己株式

の消却によるものでありま

す。
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（リ ー ス 取 引 関 係         ）

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

前 事 業 年 度        
自　平成９年12月１日
至　平成10年11月30日

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

（注）　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。

同　　　　左 （注）　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 46,722千円 １ 年 内 53,572千円 １ 年 内 48,478千円

１ 年 超 88,319千円 １ 年 超 73,647千円 １ 年 超 80,295千円

合 計 135,041千円 合 計 127,220千円 合 計 128,773千円

（注）　未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

同　　　　左 （注）　未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 26,607千円 支払リース料 26,015千円 支払リース料 52,558千円

減価償却費相当額 26,607千円 減価償却費相当額 26,015千円 減価償却費相当額 52,558千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

有 形 固 定
資産その他 262,774 135,554 127,220

合 計 262,774 135,554 127,220

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

有 形 固 定
資産その他 305,924 170,882 135,041

合 計 305,924 170,882 135,041

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

千円 千円 千円

工 具 器 具
及 び 備 品 238,271 109,498 128,773

計 238,271 109,498 128,773
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（有価証券の時価等関係）

有価証券の時価等         

（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成10年５月31日)

当中間会計期間末
(平成11年５月31日)

前 事 業 年 度        
(平成10年11月30日現在)

種 類
中間貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益
中間貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益
貸借対照表
計 上 価 額

時 価 評 価 損 益

(1）流動資産に属するもの

株 式 62,284 61,826 △　　 458 791 815 24 328,981 416,955 87,973

（うち自己株式） (　　　 113) (　　　 112) (△　　　 1) (　　　 222) (　　　 234) (　　　　12) (　　　　40)(　　　　43)(　　　　 3)

債 券 17,540 17,465 △　　　75 － － － － － －

そ の 他 520,864 359,501 △ 161,363 236,223 199,911 △　36,312 520,891 348,529 △ 172,361

小 計 600,690 438,792 △ 161,897 237,015 200,727 △　36,288 849,873 765,485 △　84,387

（うち自己株式） (　　　 113) (　　　 112) (△　　　 1) (　　　 222) (　　　 234) (　　　　12) (　　　　40)(　　　　43)(　　　　 3)

(2）固定資産に属するもの

株 式 1,266,642 1,779,316 512,673 878,546 1,339,534 460,987 834,531 1,191,628 357,097

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 1,266,642 1,779,316 512,673 878,546 1,339,534 460,987 834,531 1,191,628 357,097

合 計 1,867,333 2,218,109 350,776 1,115,562 1,540,261 424,699 1,684,404 1,957,113 272,709

（うち自己株式） (　　　 113) (　　　 112) (△　　　 1) (　　　 222) (　　　 234) (　　　　12) (　　　　40)(　　　　43)(　　　　 3)

　（注）

前中間会計期間末(平成10年５月31日現在) 当中間会計期間末(平成11年５月31日現在) 前事業年度(平成10年11月30日現在)

１．時価等の算定方法

①　上場有価証券

主に東京証券取引所の最終

価格

②　店頭売買有価証券

日本証券業協会が公表する

売買価格等

③　非上場の証券投資信託の受益

証券

基準価格

１．時価等の算定方法

①　上場有価証券

主に東京証券取引所の最終

価格

②　店頭売買有価証券

日本証券業協会が公表する

売買価格等

③　非上場の証券投資信託の受益

証券

基準価格

１．時価等の算定方法

①　上場有価証券

主に東京証券取引所の最終

価格

②　店頭売買有価証券

日本証券業協会が公表する

売買価格等

③　非上場の証券投資信託の受益

証券

基準価格

２．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

①　流動資産に属するもの

マネー･マネジメント･ファンド

352,217千円

クローズド期間内の証券投資信託

の受益証券

670,495千円

②　固定資産に属するもの

非上場株式(店頭売買株式を除く)

115,442千円

２．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

①　流動資産に属するもの

マネー･マネジメント･ファンド

801,048千円

クローズド期間内の証券投資信託

の受益証券

420,471千円

②　固定資産に属するもの

非上場株式(店頭売買株式を除く)

125,442千円

２．開示の対象から除いた有価証券

の貸借対照表計上額

①　流動資産に属するもの

マネー･マネジメント･ファンド

1,004,013千円

クローズド期間内の証券投資信託

の受益証券

170,004千円

②　固定資産に属するもの

非上場株式(店頭売買株式を除く)

125,442千円
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

前 事 業 年 度        
自　平成９年12月１日
至　平成10年11月30日

　当社では、外貨建債権債務に係る

将来の為替相場の変動によるリスク

を回避する目的で、実需の範囲内で

外貨建債権債務を対象とした為替予

約取引を利用しており、投機目的や

トレーディング目的ではこれを利用

しておりません。この為替予約取引

の実行および管理は、社内管理規程

に基づき権限を付与された海外事業

部が行っております。

　当社では、外貨建債権債務に係る

将来の為替相場の変動によるリスク

を回避する目的で、実需の範囲内で

外貨建債権債務を対象とした為替予

約取引を利用しております。また、

当中間会計期間より借入金に係る金

利変動リスクを回避する目的で金利

キャップ取引を利用しております。

なお、投機目的やトレーディング目

的ではデリバティブ取引を行ってお

りません。また、取引相手方は大手

優良銀行であり、契約不履行のリス

クは、ほとんどないと判断しており

ます。

　為替予約取引の実行および管理は

社内管理規程に基づき権限を付与さ

れた海外事業部が行い、金利キャッ

プ取引の契約および管理は経理部が

行っており、取引の実施に当たって

は担当役員の決裁を得ております。

　取引の時価等に関する事項につい

ての契約額等は、あくまでもデリバ

ティブ取引における計算上の想定元

本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引のリスクの大きさを示す

ものではありません。

　当社では、外貨建債権債務に係る

将来の為替相場の変動によるリスク

を回避する目的で、実需の範囲内で

外貨建債権債務を対象とした為替予

約取引を利用しており、投機目的や

トレーディング目的ではこれを利用

しておりません。この為替予約取引

の実行および管理は、社内管理規程

に基づき権限を付与された海外事業

部が行っております。
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２．取引の時価等に関する事項

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1）通 貨 関 連         

前中間会計期間末
（平成10年５月31日）

当中間会計期間末
（平成11年５月31日）

前 事 業 年 度 末        
（平成10年11月30日）

重要な残高はありません。 同　　　　左 同　　　　左

(2）金 利 関 連         
（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成10年５月31日現在)

当中間会計期間末
(平成11年５月31日現在)

前 事 業 年 度 末        
（平成10年11月30日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

金 利 キ ャ ッ プ 取 引 1,150,000 1,150,000

市
場
取
引
以
外
の
取
引

買 建

－ － － －

(22,265) (14,405)

19,526 △ 2,738 － － － －

合 計 － － － －
1,150,000

(22,265)

1,150,000

(14,405)
19,526 △ 2,738 － － － －

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

　（注） 　（注） 　（注）

１．時価等の算定方法

　金利キャップ契約を締結している取引

銀行から提示された価格によっておりま

す。

２．（　）内の金額はキャップ料であり、

貸借対照表上「投資その他の資産」の

「その他」に計上しております。

（重 要 な 後 発 事 象         ）

前中間会計期間        
自　平成９年12月１日
至　平成10年５月31日

当中間会計期間        
自　平成10年12月１日
至　平成11年５月31日

前 事 業 年 度        
自　平成９年12月１日
至　平成10年11月30日

　平成10年11月24日開催の取締役会にお

いて、下記の土地および建物を譲渡する

ことを決議し、平成10年12月21日売却い

たしました。

１．譲渡物件　森河内倉庫

東大阪市森河内西１丁目

１番地４

２．譲渡価額　419,815千円

（売却益　244,752千円）

３．譲渡時期　平成10年12月21日

２．そ の 他         

　該当事項はありません。
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第二部　保証会社等の情報

該当事項はありません。
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